
島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のための給付金給付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、教育の機

会の均等を図り、授業料以外の教育費負担を軽減するため、生活に困窮している世帯

に対し、島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のための給付金（以下

「給付金」という。）を予算の範囲内において給付するものとし、その給付に関して

は、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

⑴  私立高等学校等 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年法律

第１８号。以下「法」という。）第２条に規定する高等学校等（特別支援学校の

高等部を除く。）のうち、地方公共団体及び国の設置するもの以外をいう。 

⑵  私立高等学校等専攻科 高等学校及び中等教育学校（後期課程）の専攻科（特

別支援学校の専攻科を除く。）のうち、地方公共団体及び国の設置するもの以外

で、かつ次の各号のいずれかの要件を満たすものをいう。 

ア 大学への編入学基準を満たす課程を有するもの 

イ 国家資格者養成課程を有するもの 

⑶  高校生等 私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科の生徒であって、給付金

の給付を受ける年度の７月１日現在（７月２日以降に入学することが私立高等学

校等又は私立高等学校等専攻科の学則に定められている場合は、その定められた

日）に私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科に在籍し、次のいずれかに該当

する者をいう。ただし、７月１日現在、休学している者及び「児童福祉法による

児童入所施設措置費等国庫負担金について（平成１１年４月３０日厚生省発児第

８６号））」による措置費等の支弁対象となる高校生等であって、見学旅行費又

は特別育成費（母子生活支援施設の高校生等を除く。）が措置されている者を除

く。 

ア 法第３条に規定する就学支援金の支給を受ける資格を有する者（特別支援学

校の高等部の支給を受ける資格を有する者を除く。） 

イ 高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱（平成２６

年４月１日文部科学大臣大臣決定）及び高等学校等修学支援事業費補助金（専

攻科の生徒への修学支援）交付要綱（令和２年４月１日文部科学大臣決定）の

補助要件を満たす者のうち、知事が補助対象と認める者（専攻科の生徒への修

学支援の補助要件を満たす者のうち特別支援学校の専攻科の生徒を除く。） 



⑷  保護者等 高校生等の保護者等（法第３条第２項第３号及び同法施行令（平成

２２年政令第１１２号）第１条第１項並びに同法施行規則（平成２２年文部科学

省令第１３号）第２条第２項に規定する保護者等）をいう。ただし、私立高等学

校等専攻科に通う生徒については、高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の

生徒への修学支援）交付要綱第３条第１項第４号に規定する保護者等とする。 

⑸  就学支援金 法第３条第１項の規定に基づき支給される高等学校等就学支援金

をいう。 

（給付対象者） 

第３条 給付金の給付対象となる者は、高校生等の保護者等であって、給付金の給付を

受ける年度の７月１日現在、島根県内に住所を有し、かつ次の各号の世帯区分のいず

れかに該当する者とする。 

ア ７月１日現在、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による

生業扶助が行われている世帯（私立高等学校等専攻科に通う生徒の世帯を除く。） 

イ 保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯（ア

の生業扶助が行われている世帯を除く。） 

 （給付対象者の特例） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号の世帯区分に該当する者はそれぞれ別紙の

とおりの取扱いとすることができる。 

ア 新入生に対する４～６月分に相当する額の前倒し給付を希望する世帯（別紙１） 

イ 家計急変により保護者等の収入が激減し、前条のイに相当すると認められる世

帯（別紙２） 

（給付対象経費及び給付金額） 

第５条 給付金の給付の対象となる経費は、授業料以外の教育に必要な経費（以下、

「学校徴収金等」いう。）とし、給付金額は、第３条、第４条の区分に応じてそれぞ

れ別表のとおりとする。 

（給付の申請） 

第６条 給付金の給付を受けようとする者は、島根県私立高等学校等及び私立高等学校

等専攻科奨学のための給付金受給申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添

付し、島根県内の高校生等にあっては在籍する私立高等学校等又は私立高等学校等専

攻科を通じて、また島根県外の高校生等にあっては、在学証明書（様式第２号）によ

る在籍する私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科の長の証明を受け、知事が別に

定める日までに知事に提出するものとする。 

ア 生業扶助（高等学校等就学費）受給証明書（様式第３号）又は生業扶助の措置状

況が確認できる「生活保護受給証明書」等の写し（第３条第１項アに該当する世

帯） 



 イ 保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割額が分かる書類（課税証

明書・非課税証明書等の原本（第３条第１項イに該当する世帯）。ただし、島根県

内の高校生等のいる世帯であって、就学支援金の収入状況届出等において原本を添

付している場合は、給付金の受給申請においては、写しの添付を認めるものとし、

島根県外の高校生等のいる世帯は、学校長の原本証明があれば写しの添付を認める

ものとする。） 

ウ 委任状（様式第６号。次条第２項の規定により、私立高等学校等又は私立高等学

校等専攻科を経由する場合のみ。） 

エ 健康保険証の写し（第３条第１項イに該当する世帯のうち、当該世帯に扶養され

ている高校生等が２人以上いる場合及び高校生等以外に１５歳（中学生を除く。）

以上２３歳未満の扶養されている兄弟姉妹がいる場合に、当該高校生等及び兄弟姉

妹のもの。ただし、公的な書類で確認が不可能な場合は保護者等からの誓約書（様

式第７号）） 

オ 口座振替申出書 

２ 給付金の給付を受けようとする者は、前項の申請内容に変更があったときは、前項

に準じ知事に申請するものとする。 

（私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科における審査及び代理受領） 

第７条 私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科設置者（以下「学校設置者」とい

う。）は、前条による申請があった場合は、書類等の審査を行ったうえで取りまと

め、様式第８号により知事に提出するものとする。 

２ 給付金は、保護者等からの学校設置者への委任により、学校設置者が保護者等に代

わって受領し、その有する保護者等が負担すべき学校徴収金等に係る債権の弁済に充

てることができる。ただし、各私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科単位で、保

護者等全員から委任状の提出があった場合に限る。 

３ 前項の場合において、学校徴収金等に係る債権の弁済に充てた後に残額が生じた場

合は、学校設置者は、保護者等にその残額を支払うものとする。 

（給付の決定） 

第８条 知事は、第６条の申請があったときは、速やかに保護者等の受給資格を審査

し、島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のための給付金給付決定通

知書（様式第４号）又は島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のため

の給付金不給付決定通知書（様式第５号）により、給付又は不給付を通知するものと

する。この場合において、前条により私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科を経

由した場合は、私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科を通じて行うものとする。 

（給付の方法） 

第９条 給付金は、年度ごとに１回、前条の規定により決定を受けた者（以下「受給権



者」という。）に給付するものとし、一人の高校生等につき通算３回（定時制、通信

制の高等学校等に通う高校生等は４回。高等学校等専攻科に通う生徒は２回（高等学

校等専攻科の定める修業年限が１年の場合は１回））を上限とする。ただし、第２条

第 1 項第３号イの補助対象となる者（高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへ

の支援）交付要綱の補助要件を満たす者に限る）については、追加で 1 回（定時制、

通信制の高等学校等に通う高校生等は最大で２回まで。）給付することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第１項アに該当する場合及び知事が必要と認める

ときは、随時給付又は受給権者以外の者に給付することができる。 

（状況報告及び調査） 

第 10 条 知事は、給付金の給付に関し必要があると認めるときは、保護者等又は学校

設置者に対し報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又はその職

員に調査させることができる。 

（実績報告） 

第 11 条 学校設置者は、第７条第２項の場合において、その年度の３月３１日まで

に、島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のための給付金実績報告書

（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

２ 学校設置者は、第７条第３項により保護者等に残額を支払った場合には、残額を保

護者等が受領したことが分かる書類（領収書、振り込みを証明する書類等）を前項の

実績報告書に添付するものとする。 

（給付金の支払） 

第 12 条 知事は、第８条により給付を決定した場合において、次項により学校設置者

に支払う場合を除き、給付を決定した後、速やかに給付金を支払うものとする。 

２ 第７条第２項の場合において、学校設置者は、給付金の支払を受けようとするとき

は、島根県私立高等学校等及び私立高等学校等専攻科奨学のための給付金請求書（様

式第 10 号）を知事に提出しなければならない。 

（給付決定の取消し） 

第 13 条 知事は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、第８条に規定する給

付の決定を取り消すことができる。 

(１) 保護者等又は学校設置者が、法令、本要綱、給付金の給付の決定の内容、又は

法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合 

(２) 保護者等又は学校設置者が、給付金に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な

行為を行った場合 

(３) その他給付金を給付することが適当でないと認められる場合 

（給付の決定の取消しの通知） 

第 14 条 知事は、前条の取消しを行った場合には、受給権者に対して、給付した給付



金のうち、当該取消しに係る部分の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずるもの

とする。 

（給付金の返還） 

第 15 条 受給権者は、前条の規定による取消しの命令を受けた場合において、すでに

給付金を受給しているときは、知事が別に指示する方法により、給付金を返還しなけ

ればならない。 

（給付金の経理） 

第 16 条 学校設置者は、第７条第２項の場合において、給付金の経理に係る帳簿を備

え、給付金とそれ以外の経費とを明確に区分し、その収支の状況を帳簿に記載し、給

付金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 学校設置者は、前項の帳簿及び収支に関する証拠書類を給付金の給付が完了した日

の属する年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

３ 保護者等及び学校設置者は、給付金給付申請等に係る書類を給付金の給付が完了し

た日の属する年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、給付金の給付に関して必要な事項は、知事が

別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年６月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年６月１４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年６月１２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年６月１７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月３１日から施行し、令和２年度分の給付金から適用する。 

 



別表（第３条、第４条、第５条関係） 

高校生等一人当たりの奨学のための給付金給付額 

世  帯  区  分 給付額（年額） 

第３条第１項ア該

当世帯 

当該世帯に扶養されている私立高等学校等 

に通う高校生等      ①52,600 円 

第３条第１項イ該

当世帯 

当該世帯に扶養されている通信制以外の私

立高等学校等に通う１人目の高校生等 
②103,500 円 

当該世帯に扶養されている兄弟姉妹で、通

信制以外の私立高等学校等に通う２人目以

降の高校生等 

③138,000 円 当該世帯に扶養されている高校生等以外に

１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満

の扶養されている兄弟姉妹がいる世帯の通

信制以外の私立高等学校等に通う高校生等 

当該世帯に扶養されている通信制の私立高

等学校等に通う高校生等 
④38,100 円 

当該世帯に扶養されている私立高等学校等

専攻科に通う生徒 
⑤38,100 円 

（注）通信制の私立高等学校等又は私立高等学校等専攻科に通う生徒を含む複数の高校

生等がいる場合には、通信制の私立高等学校等に通う高校生等については全て④、

私立高等学校等専攻科に通う生徒については全て⑤の給付額を用い、通信制以外の

私立高等学校等に通う高校生等については、全て③の給付額を用いる。 

 新入生に対する早期給付（４～６月分相当額）は①～⑤の該当する給付額にそれ

ぞれ１／４を乗じた額を給付する。 

 

（注）令和２年度においては、支給対象者のオンライン学習に係る通信費として、当該

経費に係る誓約書を提出した場合、第３条第１項イ該当世帯の支給額に 10,000 円

（家計急変による経済的理由から所得割非課税世帯に相当すると認められる者につ

いては、令和２年６月末までに家計が急変し別に定める提出期限までに申請のあっ

た場合には 10,000 円、７月以降に家計急変があった場合には申請があった月の翌

月から令和３年３月までの月数に 1,000 円を乗じた額）を加算する。 

 



別紙１ 

新入生に対する一部給付の早期化について 

１．概要 

 低所得世帯の高校生等が特に負担の大きい入学時に必要な支援を受けることができ

るよう、奨学給付金の新入生に対する４～６月分に相当する額（以下「４～６月分相

当額」という。）の前倒し給付を実施する。 

この場合は、前年度の課税証明書等及び４月１日現在の状況に基づき、４～６月分

相当額の給付を行うことができるものとする。 

 また、７月～翌年３月分に相当する額（以下「７～３月分相当額」という。）は、

当該年度の課税証明書等及び７月１日現在の状況に基づき判定した給付額（年額）か

ら４～６月分相当額を差し引いた額とする。 

 

２．給付対象世帯について 

給付対象は、高校生等の保護者等であって、島根県内に住所を有し、新入生に対す

る４～６月分に相当する額の前倒し給付を希望する者とする。 

（１）生活保護受給世帯の新入生について（私立高等学校等専攻科の生徒を除く） 

  ① 新入生に対して４～６月分相当額の前倒し給付を行う場合は、要綱第３条第１

項アに定める「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による

生業扶助が行われている世帯」であることについて、４月１日現在の生業扶助の

措置状況を証明書により確認し、要綱別表の別途定める単価に四分の一を乗じた

額を給付することとする。 

  ② ７～３月分相当額の給付については、７月１日現在の生業扶助の措置状況に基

づき判定した給付額（年額）から４～６月分相当額を差し引いた額を給付するこ

ととする。ただし、４～６月分相当額が７月１日現在の状況に応じた給付額（年

額）を上回る場合は、４～６月分相当額を年額とする。 

（２）道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯の新入生について 

  ① 新入生に対して４～６月分相当額の前倒し給付を行う場合は、要綱第３条第１

項イに定める「保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税

である世帯」であることについて、前年度の課税証明書等により確認し、要綱別

表の別途定める単価に四分の一を乗じた額を給付することとする。 

  ② ７～３月分相当額の給付については、当該年度の課税証明書等に基づき判定し

た給付額（年額）から４～６月分相当額を差し引いた額を給付することとする。

ただし、４～６月分相当額が７月１日現在の状況に応じた給付額（年額）を上回

る場合は、４～６月分相当額を年額とする。 

 



３．事務処理等について 

  上記の他、事務処理等については通常の奨学給付金の取扱いと同様とする。その場

合、７月１日現在の状況によることとしているものについては、４～６月分において

は４月１日現在の状況によることとする。 

 

 

  



別紙２ 

家計急変世帯への支援について 

１．概要 

  家計急変により保護者等の収入が激減し、奨学給付金の対象と見込まれる世帯を対

象に給付を実施する。 

 

２．給付対象世帯について 

給付対象は、高校生等の保護者等であって、島根県内に住所を有し、家計急変によ 

る経済的理由から、要綱第３条第１項イに定める「保護者等全員の道府県民税所得割

及び市町村民税所得割が非課税である世帯」に相当すると認められる者を対象とす

る。 

ただし生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助が

行われている場合は、補助対象としない。（私立高等学校等専攻科除く。）生業扶助

が措置されていないことの確認は申請者からの誓約書により行う。 

 

３．給付額及び家計の状況の確認 

  （１）在校生の場合 

    ①７月までに家計が急変し、島根県の定める通常の奨学給付金に係る期日まで

に申請のあった者には、要綱別表の別途定める単価に 10,000 円（通信費単価

（年額））を加えた額を給付する。 

    ②７月以降に家計が急変し、申請のあった者には、要綱別表の別途定める単価

について、原則、申請のあった翌月以降の月数に応じて算定した額に、申請

のあった翌月以降の月数に 1,000 円（通信費単価（月額））を乗じた額を加

えた額を給付する。なお、家計急変の発生した日に遡って支援する場合もあ

る。 

    ③①、②いずれの場合も、申請時における最新の家計の状況を確認する。 

例）私立（全日制）・第１子の場合 

○家計急変後、７月までに申請のあった者（①に該当する者） 

→103,500 円（年額）＋10,000 円（通信費年額）＝113,500 円を給付 

○家計急変後、９月に申請のあった場合（②に該当する者） 

→103,500 円×6 月（10 月～翌年 3 月）／12 月 

＋1,000 円（通信費月額）×6 月＝57,750 円を給付 

  

 （２） 新入生の場合 

①４月までに家計が急変し、島根県の定める４～６月相当分の奨学給付金に係



る期日までに申請のあった者には、要綱別表の別途定める単価に四分の一を

乗じた額を給付する。 

②４月以降に家計が急変し、申請のあった者には、（１）と同様の取扱いによ

り給付する。 

    ③①、②いずれの場合も、申請時における最新の家計の状況を確認する。 

例）私立（全日制）・第１子の場合 

○家計急変後、４月に申請のあった者 

→103,500 円×1／4（4～6 月分相当額）＝25,875 円を給付（①に該当する者） 

※7～3 月分相当額は、7 月時点の状況に基づき改めて判定。 

○家計急変後、７月までに申請のあった者（②に該当する者） 

→103,500 円（年額）＋10,000 円（通信費年額）＝113,500 円を給付 

○家計急変後、９月に申請のあった場合（②に該当する者） 

→103,500 円×6 月（10 月～翌年 3 月）／12 月 

＋1,000 円（通信費月額）×6 月＝57,750 円を給付 

 

（３）給付額の算定において端数が生じた場合は、小数点以下を切捨てとする。 

 

４．事務処理等について 

  上記の他、事務処理等については通常の奨学給付金の取扱い（新入生に対する前倒

し給付を行う場合は、前倒し給付の取扱い）と同様とする。その場合、７月１日現在

の状況によることとしているものについては、７月以降に家計が急変した世帯に対し

て支援を実施する場合は、申請のあった月の翌月（申請のあった日が月の初日である

場合は、申請のあった月）の１日現在の状況によることとする。 

 

 

 


